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Information 

特別講演

2003年 5月13日(木)・ 第6回通常総会特別講演 (東京 ・虎ノ門パストラル)

講師・演題

塩野 宏 :r法学と工学の関係ーその共通性(同質性)と異質性-J

社団法人

日本工学ア力デミー
THE ENGINEERING ACADfNff OF JAP州
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日本工学アカデミーの使命

可也~す・."〆ヨ'"司~膏~司

社団法人日本工学アカデミーは、広く学界、産業界及び国の機関等において、工学及び科学

技術並びにこれらと密接に関連する分野に関し、顕著な貢献をなし、広範な識見を有する指導

的人材によって構成されており、工学及び科学技術全般の進歩及びこれらと社会との関係の維

持向上を図るため、下記の諸活動を通じて、我が国ひいては世界の発展に資することを目的と

する。

ロu--an 

1 )国内外の工学・科学技術政策、教育等に関する調査研究、提言活動を積極的に行う。

2)国内外における学際・業際的及び新技術領域の活動を推進することに資する調査研究等の

諸活動を積極的に行う。

3)国内外の工学、科学技術の健全な進歩発展に寄与するための教育活動、及び一般に対する

普及、啓発活動を推進する。

4)上記の諸活動を効果的に実施するため、国内外の諸国体、特に海外の工学アカデミーとの

連携を強化し、共同事業等を推進する。

5)上記の一環として国際工学アカデミー連合の主要メンバーの一員として、特に近隣諸国に

おける工学アカデミーの設立に対して、良きアドバイザーとしての責務を果たす。
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志.，...ヨ~'1ヨ-重.r.1V魂ν':CA::



法学と工学の関係

ーその共通性(同質性)と異質性一

: 1931年6月13日生まれ
i 1956年 東京大学法学部第 2類卒業

! 1956年 東京大学法学部助手

1973年 東京大学法学部教授

1992年 成際大学法学部教授

1992年 東京大学名誉教授

1999年 日本学士院会員

2000年~ 東亜大学通信制大学院教授、現在に至る

i著書:行政法 1. n . m (有斐閣)、論文集 ・行政法研究 1巻-7! 
1 巻(有斐閑)

!審議会等:河川審議会、国土審議会、電気通信審議会、都市計画 i
i 中央審議会、電波監理審議会、放送政策懇談会、放送政策研究会 i
i等歴任 i 

塩野 宏(しおのひろし)

司会 (山田郁夫専務理事) それでは、講演会を

始めさせていただきます。最初に講師のご紹介を

西津会長にお願いいたします。

西津潤一日本工学アカデミ一会長 私がご紹介す

るよりは、東大にいらっしゃった方のほうが、は

るかによくご存じでございますので、夜、がご説明

するのはあまり適当ではないのですが、ご推薦を

申し上げましたので、私の知っている範囲でご紹

介をさせていただきたいと思います。

先生は1931年 6月13日のお生まれで、東大法学

部第 2類ご卒業、同年直ちに東大の法学部の助手

に、 73年には法学部の教授になられました。また

その後、成際大学の法学部教授をなさいまして、

同年、東大の名誉教授になられました。1999年に

は日本学士院会員、 2000年に東亜大学通信制大学

院教授をお務めになっていらっしゃいます。主な

ご著書といたしましては、『行政法 I、E、皿j

を有斐閣からご出版、論文集『行政法研究 l巻~

7巻J(有斐閣)というこ とでございまして、行

政法についての大変な権威でいらっしゃいます。

政府関係の審議会には、河川審議会、国土審議会、

電気通信審議会、都市計画中央審議会、電波監理

審議会、放送政策懇談会、放送政策研究会など、

お務めになったわけですが、こういうことからお

わかりのとおり、我々が専門としております工学

と、それにかかわる法的な関係に対してのご専門

で、大変大きな業績を上げていらっしゃいます。

法学的なお話を伺いたいというので、私は直ち

に先生をご推薦申し上げたわけで、ございますが、

私は、どこで先生を存じ上げたかといいますと、

大学改革でいろいろ大騒ぎをしておりましたと

き、副総長制というものをどうするかという話の

ときに、先生がいろいろお話しくださいました。

私が変なことをいろいろ伺ったわけですが、先生

がおっしゃったことを申し上げるとちょっと失礼

に当たるかも しれないので、お許しがない限り申

し上げられないわけですが、結局、私が最後に副

総長というのは、「それでは支庖長代理みたいな

ものですなjと、そう申し上げて議論が打ち切ら

れたわけでございます。すなわち、私の時代には

東北大学には副総長はいなかったのです。そんな

下らないことを申し上げまして、先生がいかに非

常にくだけた、非常にわかりやすい法学というこ

とをやっていらしたかということがおわかりいた

だけるだろうと思います。

では、先生、どうぞよろしくお願いいたします。

塩野宏 ただいまご紹介いただきました塩野で

ございます。
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ご紹介にもございましたように、私は、自分の

専門外の学者の方と、仕事上のおつき合いですと、

比較的というか、むしろ圧倒的に工学関係の先生

が多いわけであります。そういうこともございま

して、また西津会長とは、先ほどの話のような形

で、多少のご面識もあったということで、工学ア

カデミーからのご依頼も、何となくお引き受けい

たしたのでございます。

見ますと、私にとりましての話でございますが、

異様な雰囲気がいたします。(笑)そうまでは言

わないまでも、かなりの違和感を抱くわけでござ

いまして、せっかくお呼びいただいた会長、岡村

総吾先生をはじめ、工学アカデミーの会員の皆様

方に、多少なりとも意味のあるお話をするという

ことができるかどうか、大変不安なところもござ

いますけれども、壇に立ち上がった以上、詮ない

ことでございますので、話を進めることにいたし

ます。

ただ、こういう壇上に立ちまして、西津会長を

はじめ、それこそ工学専門の先生方ばかりの顔を

2 

レジュメ

法学と工学の関係ーその同質性と異質性

I はじめに

E 法学と工学の同質性(親近性)

1 個人的・主観的経験

* 列品館・大学紛争・審議会・放送法制研究

2 客観的要素

* 社会あるところ法あり (Ubisocietas ibi jus. ) 

* r技術とは労働の体系であるJr工学とは工業に関する自然科学であるJ(石谷清幹・

工業概論)

* r行政法とは、憲法的価値の実現のための技術に関する法であるJ(塩野宏・行政法1)、

「社会統制の技術としての法J

E 法学と工学の異質性(緊張関係)

1 普遍性と地域性

2 可変性と安定性

3 実験講座と非実験講座

4 法学的価値と工学的価値

W 法学と工学の相互関係

1促進

* 特許法、科学技術基本法・知的財産基本法

* 法学研究分野の提供

2 規制

事後規制 民法(不法行為法、製造物責任法)、刑法(業務上過失)→抑止効

事前規制 安全規制(原子力規制法等)→もんじゅ判決(名古屋高等裁判所金沢支部

平成15年 1月27日)

人権保護 個人情報保護法制等

V 終わりにー法学と工学の役割分担

* 工学倫理(人権感覚)、説明能力、技術理解力、挑戦への理解(実験法律)etc. 



ところで、私の本日のテーマでございますが、

当初、専務理事の山田さんから、演題候補一演題

というのも何だか随分古めかしいなと。工学アカ

デミーというのは、随分古い文化を背負っている

なとも感じましたけれども、とにかく演題候補と

いうことで、「法学から工学への期待j、「技術と

法のはざまにて」、「法学の工学への貢献jという

3つをいただきました。それぞれ大変よく考えら

れたテーマであると存じましたけれども、この 3

つは相互関係しているところもございます。落語

で申しますと、どうも三題噺にもなりそうだとい

うことでございます。それから、「工学への期待」

「技術と法のはざまJr法学の工学への貢献」の

どれか 1つを取り上げるよりは、全体をお話しし

たほうが広く浅くお話ができて、気楽に話せるの

ではないかという頗望もありまして、広く「法学

と工学の関係Jと。副題として、同質性あるいは

共通性と異質性という、いささか意味不明の標題

とさせていただいたわけでござ、います。

レジュメを皆様方にお配りをしていると思いま

すけれども、「はじめにJのところは、これで終

わることにいたしまして、早速、中身のほうに入

らせていただきます。

レジュメのEのところに、「法学と工学の同質

性」あるいは共通性、さらに括弧して「親近性」

などと書いておきました。この点は、レジュメ E

の1のところに「個人的・主観的経験」というこ

とで、非常に個人的な感覚から、多少客観的とい

うか、学問的な点にまで幾っか上げております。

個人的・主観的なところから入りますと、私が

長年勤めておりました東京大学法学部研究室は、

ご案内の方も多いかと思いますが、正門を入って

右方にございます。法学部の昔の先生は、法学部

研究室の入り口が南向きでございますので、「君

子南面す」と。それに対して「工学は……oJな

んでいうことを言って戚張っておられたようで

す。私が言っているわけじゃないですよ。私の数

世代前の先生方が言っておられるわけでございま

す。それはともかく、今申しましたように、向か

いが工学部本部というか、学部長室のあるところ

でございまして、列品館と称する建物でございま

した。「向こう三軒」とはよく言ったものでござ

いまして、何となく他の学部よりも親近感のある

身近な存在という感じを持っておりました。

これがより現実的なものとなりましたのが、学

生紛争でありました。当時、私はまだ助教授で、

しかもドイツから帰って来たばかり。何のことか

わからぬままに巻き込まれてしまったわけです

し、また、あまりお役に立たない存在でした。た

だ、いろいろな場面で見聞きしたことは、学生側

のイデオロギーに立っかどうか、反対側に立っか

どうか、これはともかくとして、原理論に固執す

る部局がある一方で、大学として、あるいは大学

人としての大筋は通すけれども、譲るべきところ

は譲るという基本的なアプローチの仕方に、どう

も法と工と共通するところがあるという経験をし

ばしば積んだところでございます。そういう意味

での親近感がございました。

なお、学生側と、それこそ多少物理的な力で対

時したときには、工学部のスタッフの集団は、人

数といい、また青山さんの顔も時々図抜けて見え

たのですけれども、体格といい、法学部教官集団

とは比べものにならない圧力を感じたものでござ

います。岡村先生は、そのころから、まさにリー

ダーシップを取っておられましたが、私は、どこ

か影のほうに隠れて、ちょこちょこ働き回ってい

たという記憶がございます。

もっとも親近感というか、近所つき合いは、時

に悪感情も醸成するものでございまして、学部の

施設について見ますと、法学部は増設しようにも、

後ろの敷地がなかなかもうないということもあり

ます。それから、建築するだけの財政がないのに

対しまして、お向かいの工学部は言開通りまでに

及ぶ大変な広い背後地を活用し、かっ、はたから

見ますと、金に糸目をかけないわけです。一体ど

ういうことなんだろうかという思いをいたしてお

りました。そういうことで、列品館ぐらい譲って

くれないかということで、法学部から話を持ちか

けたこともあったようでございますが、一向に応

じてくれませんので、私が学部長のころは、もう

交渉に行く気力もなくなっていたということを思

い出しているわけでございます。

多少、年を取りまして、大学の外での研究会と

か、審議会に参加する機会が比較的多くなりまし
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た。そうしますと、工学関係の方々が極めて多く

おられるといいますか、石を投げれば工学に当た

るという感じがいたします。お名前を一人ひとり

お挙げするのもいかがかと思いますので、お一人

だけ、既にお亡くなりになりました猪瀬博先生に

は、電波監理審議会をはじめとして、あっちこっ

ちでお会いし、いろいろなことを教えていただく

機会がございました。その意味では、法学が所属

する文学部や経済学部などの人文社会科学の先生

方よりは、工学系の先生方の替咳に接する機会の

ほうが多かったと言えると存じます。

さらには、当時、東京大学工学部の河川工学の

教授でおられた高橋裕先生が編集委員長である

『土木工学大系jの第20巻に、「土木事業と法」

というテーマの総論部分を書いてしまったことも

ございます。私の行政法の中でも多少力を入れて

勉強してまいりました放送法制研究になります

と、これはほんとうに工学部の先生と一緒の研究

会、あるいは座談会で、よくご一緒したことがご

ざいまして、この点についてもtくなった猪瀬博

先生、あるいは、これも若くしてお亡くなりにな

りました宮川洋先生には大変いろいろお世話にな

りましたし、また、ご存命の方というと失礼です

が、元気でやっておられる方には、いまだにちょ

くちよくお目にかかって、お話を伺ったりしてお

ります。

法学と工学について個人的な、あるいは主観的

な親近感は、これぐらいにとどめておきまして、

これには客観的な裏づけがあるということを、レ

ジュメ Eの2のところで申し上げたいと思いま

す。

1つは、法学も工学も人聞社会の存在を前提と

していることでございます。法律学の入門書、あ

るいは大きな六法全書などを見ますと、「社会あ

るところ法ありJというのが書いてあります。ラ

テン語の Ubisocietas ibi jus. ということの翻訳

でございます。これは、どうも出典はよくわから

ないけれども、あっちこっちでよく引用される法

格言ということで、皆様の中でも一段とお若い

方々は新制大学でいらっしゃるわけですけれど

も、一般教養の法学で単位を取られた方は、ある

いはお聞きになったことがあるかもしれません。

4 

「社会あるところ法あり」、一見単純ですけれど

も、法律学者の手にかかりますと、これを題材に

いろいろ議論が展開されているようでございま

す。細かく立ち入ることはいたしませんが、例え

ば法律学者でなくても、今回のイラク戦争という

か、イラク侵攻というか、イラク侵略というか、

表現はいろいろですが、これをみると社会といっ

ても、一体、国際社会になると法があるのだろう

かと。仮にあったとしても、圏内法とは随分違う

のではないかという印象を持たれるかもしれませ

ん。ただ、今日のお話の関係では、そんなにこの

ことについて悩む必要はありませんで、要するに、

この格言を裏から見ますと、法は社会とは切り離

しては存在しない、社会あっての法であり、法学

であるということになります。

ただ、工学関係の方にも議論好きな人がいると

いけないと思いまして、もう一重ねしておきます

けれども、議論好きな人は、この社会とは人間社

会に限定されていないので、動物社会に法があれ

ば、それも法かというので絡んでくる人がいるか

もしれません。こんな嫌がらせ質問とは別に、動

物も法律上の権利主体になり得るかどうか。これ

は結構まじめに議論されることがあります。ある

開発工事で、天然記念物であるアマミノクロウサ

ギ、これが絶滅に瀕するということで、アマミノ

クロウサギを原告とする訴訟が提起されたことが

あります。裁判所はいろいろ考えたんでしょうけ

れども、結論は、動物は権利主体ではないという

非常に常識的な判決で、この問題は一応終わりま

した。

ところで、「社会あるところ技術あり」とか、「社

会あるところ工学あり」などというような工学の

分野での工格言があるのかどうか、これは存じま

せん。ただ、工学、しばしば、それと同じ意義で

用いられる技術、これはどうも人間及び人聞社会

を要素としているように思われます。不勉強で十

分文献を当たっていませんけれども、私が唯一発

見した『工学概論jという文献がございます。こ

れは、かつて一緒の研究会で大変お世話になりま

した石谷清幹先生の『工学概論』という書物なん

ですけれども、それによりますと、「技術とは労

働の大系である」という定義がなされております。



また、技術の定義ではありませんけれども、技術

には道具及ぴ部品というハード面、知識というソ

フト面、テクニック・技能・ノウハウ・方法とい

うソフト面の 3要素があるということを指摘して

いる書物。小泉賢吉郎先生という方の f科学技術

論議義jという書物もございます。

なお、石谷先生の『工学概論jでは、技術の定

義とは別に、工学の定義がございまして、それに

よると、「工業に関する自然科学である」とされ

ております。もっとも、この定義は、かなり石谷

先生独自のものであるようで、ここにご出席の先

生の中には、その定義はおかしいとか、さらに、

そんな定義、おれは聞いたことがないなんでいう

方もおられるかもしれません。私も、工学あるい

は大学における組織単位としての工学部論争に、

ここで立ち入るつもりは毛頭ありません。ただ、

どういった定義をしてみても、工学の対象はまさ

に生きている人間の営みであって、物理現象その

もの、あるいは物質そのものを対象とする理学と

は異なっているのではないかということを、とり

あえず認識、確認しておけば、それでよいわけで

あります。

ただ、こういったように、工学が、人聞社会の

ものであるというだけでは、法学だけを切り取っ

て、法学と工学の共通性とか、法学と工学の親近

性などということにはならないわけで、人文社会

系の学問は、つまりは人間学でありまして、工学

専攻の方には、むしろ法学よりも経済学、さらに

は心理学などのほうが近いというふうにお感じの

方もおられるかもしれません。そこで私としては、

何とか共通性、同質性を、ほかのとは違うという

ことを言わないと今日のお話になりませんが、答

えは端的に、自分の著書から拾うことができます。

すなわち、行政法とは何かについて昔からいろ

いろ議論がありますけれども、私は現在のところ、

先ほどご紹介いただいた教科書の中に書いてある

のですが、「行政法とは、憲法的価値の実現のた

めの技術に関する法であるJというふうに定義を

しております。これは私だけの議論ではなく、あ

る種共通性を持った行政法学の中での認識です。

もっとも、厳密に申し上げますと、憲法上の価値

は、行政活動によってのみ実現されるわけではあ

りませんで、厳密にいえば行政活動による憲法的

価値の実現のための技術ということになります。

それはともかく、この定義をするにあたりまし

て、技術とは、そもそも何かということを詰めて

考えたものではありません。いわば常識の範囲に

とどまるようなものであるかもしれません。常識

という意味では、実は技術という用語、これは工

学の独占ではありませんで、また私が法学の分野

で初めて用いたものではありません。実定法の解

釈に携わっている者が頻繁に用いるものでして、

レジュメにもありますように、「社会統制の技術

としての法」などと。これは法社会学の川島武宜

先生が多分お使いになった言葉でございますが、

そういう言い方とか、あるいは「法技術的に申し

ますと」なんでいって、国会で官僚、法律系の役

人が答弁していたり、それから、議論の中で「技

術的には、その解釈はむちゃだ」などというふう

に使うわけでございます。

こういうように法学の属性として用いられると

きの技術の概念、これは常識的、あるいは標語的

なもので、そこで言う技術をさらに分析して、先

ほどご紹介しました小泉先生やら、石谷先生らの

ような分析をしているわけでございません。ただ、

私の定義で言わんとしているところは、つぎのよ

うなことでございます。

憲法はご承知のように、例えば25条を見ますと、

「すべて国民は、健康的で文化的な最低限度の生

活を営む権利を有するJというふうに書いてあり

ます。これは生存権の理念を高らかにうたいあげ

たものでございます。ただ、具体的には、どのよ

うにして、これを実現するか、憲法は定めており

ません。そこで、その価値をどのようにして実現

するかが問題になるわけですけれども、その 1っ

として、我が国では生活保護法という法律を制定

いたしました。行政側が、生活困窮者であるかど

うかを認定いたしまして、その認定の結果、法に

適合していれば、いろいろな給付をするというこ

とになります。つまり、行政が法という道具を用

いて、憲法上の価値を実現するのですけれども、

その場合、法という道具といっても単純なもので

はありませんで、大道具あり、小道具あり。当然

のことながら、それを用いるについての知識・ノ
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ウハウが必要でありまして、行政法は、これらの

道具及ぴ、その組み合わせをいろいろ分析する、

あるいは新たな組み合わせを考えてみると。そう

いった学問ということになります。その意味で、

法は、憲法まで含めますと、法によって守られる

べき価値の発見と、その価値の実現のための技術

であると言ってよいのであろうと。今回、原稿を

準備しているときに、もう一度、自分の定義を再

確認したということでございます。

そこで、先ほどの、私の個人的体験的な法学と

工学の共通性あるいは親近性に立ち返りますと、

列品館が法学部研究室の前にあるというのは、こ

れは全くの偶然でありまして、何でそうなったの

か、よくわからないところがございます。例えば

私が留学しておりましたドイツでは、法学部は、

神学部、哲学部と同様に古くから総合大学の 1つ

でありますが、私がおりましたフライプルグ大学

には、どうも、工はそのときにはなかった。つま

り、ドイツでは、工学部はウニベルジテートの外

に置かれていたのに、日本では、なぜなのかとい

う、今日の話題と関係のない問題に及んで、また

物議を醸すのもいかがなものかと思いますので、

この話はここでやめまして、話を本来の筋に戻し

て申し上げますと、世の中で、何か解決を求めら

れているときに、法学及び工学の関係者が席をと

もにすると。さらに、これらの人々は道具の効用

と同時に、その道具の使い方あるいは切れの限界

をも弁えているということで、法学、工学の人々

の議論は、発言についても、ある種同質のものが

見られるし、大学紛争のような極限的な状況では、

そういった点で共同して物事を達成する、あるこ

とを実現するということが見られるということに

なるわけでございます。

もっとも、こういった見方を徹底しますと、法

学も技術に関する学問であるならば、技術の学問

の祖は工学である。法学、とりわけ法解釈学、法

政策学は、まさに法の一部門ではなくて、工学の

一部門であるなどと言われるかもしれません。

実は私も、そういう悪夢に襲われることがたま

にございます。それは単なる杷憂ではございませ

んで、我々普通人にとっていえば、工学といえば

土木、機械、建築というイメ}ジがあるのに対し
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まして、どうも昨今では、経営工学、社会工学、

人間工学などというものがあり、さらに金融が大

きな問題となると、いつの間にか、金融工学なる

ものが出てくるo 東大の中島尚正教授の『工学は

何を目指すのかjという本を見ますと、経済工学

とか、さらにクエスチョンマーク付きなんですけ

れども、小説工学というものも挙がっている。(会

場笑)ただ、なぜか大変ありがたいことに、法工

学、法学工学が抜けているのですが、これは当然

のことだというふうに中島さんは考えているのか

もしれません。そうなりますと、また列品館問題

に象徴される工学部エクスパンジョニズムの悪夢

にさらされることになるのですけれども、それは

ともかく、行政法の議論をしておりますときにも、

難問中の難問と言われる行政裁量、今度のもん

じゅ判決でいろいろ問題になりました、裁判所が

工学的な知見をどこまで審査できるかという点に

ついて、我々が使う言葉に裁量あるいは技術的裁

量という言葉がございますが、こういった裁量問

題についても、工学的に洗練された手法を用いれ

ば、あるいはもっといい解が得られるのではない

かと思うこともあります。

しかし、このままでは工学部に飲み込まれてし

まうことになりますので、このまま墓穴を掘るわ

けにはまいりません。そこで、レジュメのEを終

わりまして、今度は異質性の方に入ることにいた

します。

今日のお話をするにあたりまして、工学とは何

かということについて、入門的、概論的知識を得

ょうと試みまして、インターネットで書籍情報の

検索をかけてみました。法学のほうは、常々、入

門書ばやりなので、大体見当はついておりました

が、『行政法入門jなんでいうものももちろんあ

りますし、『民法入門jももちろんあります。『法

学入門』あるいは『法学概論』というのが枚挙に

いとまがないほど出てまいります。

これに対して工学関係になりますと、個別分野

の入門書は結構ありましたけれども、およそ『工

学概論』と銘打つているのは、どうも石谷先生の

書物、これ1冊でありまして、 1972年に初版で、

1982年の第 5版が最新版で、文京区千石にある出

版元に行ったら、ありました。つまり 1982年(昭



和57年)のものがまだあるということは、第5版

ですから、売れたということと同時に、その後、

ほとんど売れていないと。そういった、なかなか

解釈するのに一法解釈というのは、いろいろこう

いうことを考えるのですが、難しい問題がござい

ます。先ほど申しました、いろいろな「ナントカ

入門jというのは、工学の分野ごとには結構あり

ますけれども、『工学入門jという本は検索では

実は当たらなかったわけでございます。もっとも

名前は別で、工学入門的な書物があるかもしれま

せんし、インターネットのデータ自体に問題があ

るのかもしれません。ただ、入門書探しの過程で、

おもしろい現象を発見いたしました。

実はインターネットのほかに、東大の本郷キャ

ンパスの書籍部にも行ってきたのですが、そこに

は『科学技術論jとか、 『実践的工学倫理jとか、

先ほどから、名前を挙げています『工学は何を目

指すかjという本があり、そこでは、まさに人聞

社会を基本的要素としながら、これまでの工学教

育、あるいは工学そのものに共通に欠けているも

の、あるいは十分留意してこなかったという問題

が指摘されているところであります。これらの書

物は、ある意味では、法学概論に匹敵するもので

あり、これから申し上げる法学と工学の異質性も、

こんなことを強調するのは、もうある意味では時

代遅れのことなのかもしれません。異質をそんな

に強調するのは、もう古いということなのかもし

れません。この点はまた最後に触れることにいた

しまして、本題に戻ることにいたしたいと思いま

す。

これまでの工学における技術と一応想定されて

いるものと、法という技術、いろいろな点が違い

を見出すことができます。思いつくままに挙げて、

ご参考に供したいと思います。そこでレジュメの

Eのところをごらんいただきたいと思います。

普遍性と地域性でございます。近代法の世界で

は、一般的に大陸法系と英米法系の区別がありま

す。アジア法系は、残念なことながら、それとし

て近代法の枠の中には入っておりません。ただ、

ヨーロッパ法とアメリカ法とを結合させて、どう

も東アジア法的なものができているんじゃないか

というのが私の最近の認識でございますが、しか

し、それもまだ法系というほどがっちりしたもの

ができ上がってはおりません。日本では、明治憲

法のもとでは大陸法を導入し、第 2次大戦後は英

米法、特にアメリカ法の影響が大きいと。これが

教科書的な説明でございます。

ただ、大陸法といい、アメリカ法といっても、

日本に導入されますと、結局のところ、その本家

と違う、あるいは輸入した過程で、どこかで本家

と違ってきてしまう。あるいは当初、本家に近い

けれども、時代がたつと本家のあり方とは異なる

ものができているという状況にあります。これは

日本化してしまうということで、これは日本文化

共通の利点と申しますか、弱点でもあるわけで、

仏教がいつの間にか、日本仏教になると。日本仏

教は、仏教ではないということを最近、いろいろ

なところで聞かされていることがございます。そ

こまで、日本法は法ではないというところまでは

至つてないので、そこはありがたいのですけれど

も、こういった日本化してしまうところがありま

す。

それから、外国法制をそのまま持ってくること

には、なかなか困難なものがあります。土着性が

あります。つまり法律という技術は、ある工場で

新技術を取り入れて成功すると、特許の問題は別

といたしまして、よいものであれば直ちに広まる。

場合によっては世界中に広まってしまうというこ

とはなかなかないわけでありまして、法律の世界

では、対象となる人は、抽象的に日本法の及ぶ範

囲であって、新しい法技術を導入するといっても、

それこそ国民の同意、あるいは社会的なアクセプ

タンスを得るのが、なかなか困難なものがありま

す。

例えば最近、工学系の方と法学系の人との聞の

論争の的になっているものに、事故原因の究明に

ついては、アメリカのように事実を知らせた人は

刑事責任を免責するとか、逆に悪質なものには、

民事でも損害額の 3倍ぐらいを課すという懲罰的

な損害賠償責任があるが、日本にも、これを早く

入れるべきだという主張を工学系の先生方から聞

くことがございますし、それから、そういったこ

との問題提起をマスメディアでも聞くことがあり

ます。たまたま今日の読売新聞の朝刊を見ました
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らば、記者の書いたものでございますけれども、

「機長、書類送検」という飛行機事故のことで、

個人責任の追求先行は疑問と。だれか工学の先生

が教えたんではないでしょうかね。とにかく、マ

スメディアにも、かなり工学系の先生の考え方が

しみ込んでいるというところがございます。さっ

さと部品を交換すればよいのではないかというふ

うに、工学系の方は恩われるかもしれません。し

かし、長年、刑事訴訟法は、これはアメリカ法を

導入したのですが、しかし、それもまた非常に日

本化してしまって、よく皆さんも新聞でごらんに

なると思いますが、精密司法と称して、細かいと

ころから積み上げていってやるというようなこと

をいたします。あれは、アメリカではあまりない

ということを聞いております。つまり刑事裁判所

が、刑事責任の追及であると同時に、真実の解明

であるというのが続いてきた日本では、そう簡単

に頭の切りかえができない。それから、アメリカ

だって、刑事責任の追及以外にも、社会的責任の

追及が厳しいのではないかと。そう簡単に、ほん

とうに真実を語ってくれるのだろうかなどという

ような、いろいろな議論が、法律のサイドからは

巻き起こってくるということになります。

これが普遍性と地域性ということでございま

す。

これとちょっと関係しますが、法という道具は、

必ずしも適切でないと認められる場合でも、なか

なか交換が難しいということが起こります。すぐ

これから後に述べますように、法は社会的諸利益

の調整ですので、既存の道具がよいという、つま

り、これを既得権者というふうに申します。これ

が通常は存在するわけで、これを押し退けるとい

うことは、一方の利益集団が、他方の既存の利益

を持っている人を押し退けるわけですから、これ

はなかなか難しいところがあります。経済的利益

ならばまだしも、それがさらにもう少し別の価値

の問題になりますと、価値相互の利益相反という

ことで、なかなか新旧交代が困難ということがあ

ります。法律の至るところで見受けられる現象で

あります。

入れかわりではなく、新しい道具を入れてみよ

うというとき大変時闘がかかります。例えば私が
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経験したものでは、情報公開法とか、個人情報保

護法があります。それからもう 1つ前には、皆様

方にも大変関係がある製造物責任法があります。

この製造物責任法は、アメリカでは判例で形成さ

れたもので、 ECでは法律レベルでやれというこ

とを EC指令で、各国に指令をしたというもので

すが、それを日本にも取り入れるか、取り入れな

いかということで、大変な議論を重ねたことがあ

ります。随分時聞がかかりました。

こういった情報公開とか、個人情報保護とか、

あるいは製造物責任というのは時聞がかかるとい

うのは、ある意味では理解できるわけですけれど

も、もっと滑稽な現象もあります。私が専門とす

る行政法に行政事件訴訟法という大変重要な法典

がありますが、その36条という条文なんですけれ

ども、どうも点を打っているところ、点の打ち場

所に不正確なところがあって、二様に読めると。

そのまま点を読むと、しかし、結呆がどうも思わ

しくない。そういったことがございまして、一元

説とか、二元説とか、いろいろな説を立てるわけ

でございます。私も、これで論文を 1つ、エッセ

イを 1つ、書きましたけれども、書いていて、こ

れなんかは、工学の社会、あるいは一般の社会で

は、リコール問題で、さっさと取りかえればいい

のにと思うんですけれども、なかなかそうはいか

ないというのが、おもしろいところといえばおも

しろいし、法技術というのは技術ではないなとい

うふうに、そのときは，思ったことでございますが、

今日は、法も技術であるとさっき言っちゃったの

で、法技術も間違ったときの手当ての仕方が、な

かなか難しいと。そういうふうに理解をしておき

たいと思います。

これが可変性と安定性との関係のお話でござい

ます。

それで、次が、実験講座と非実験講座の区別。

この区別は、国立大学にご関係の方は、先刻ご承

知のことと思います。講座当たりの積算校費の額

の違いでして、これは西津会長あたりにお伺いし

たほうがよろしいかもしれませんが、たしか実験

講座と非実験講座は 2倍か 3倍の違いがあるんで

すね。そういったルールがございまして、私が属

している法学は、ほとんどが非実験講座でござい



ます。いかにして新設の講座を実験講座にするの

かというので、関係者は頭を悩ますことでござい

ます。

ことほどきように、法という技術、これは実験

に不向きであると、頭から社会あるいは文部官僚

は決めつけているところがございます。これには

正当根拠は決してないわけではないわけで、 1つ

は、法律の場合は、研究室での実験がもともとで

きない、だから、部屋は狭いのでいいのだという

ことがあります。非実験は確かに、本さえあれば

よろしいということになるわけですね。さらに法

律学は従来、法解釈学を主流としてまいりました。

憲法、民法、刑法など、既に存在している立派な

法典の文言の意味を探ると。そういう作業でござ

います。この場合には、自分の解釈を実験してみ

ようなんでいうことにはなかなかならないという

ことがございます。

こういった意味で、実験と非実験の区別は一応、

理屈はつくわけですけれども、最近では、法律学

も解釈に限定せず、立法政策に視野を広げるべし

という方向があります。それから、実験的法律と

いう観念が、特にドイツで生まれているようでご

ざいまして、法律をとりあえず制定・施行するけ

れども、その成果をある種科学的にフォローして

みようと。そういった概念も提唱され、 ドイツで

は既に実行に移されているという報告もありま

す。日本でも、実験法制はございませんけれども、

よく施行何年後に見直すべしとかですね。あれは

政治的な理由のもので、あまり科学的な問題とし

て議論されているわけではありませんが、そのほ

かに、最近では政策評価に関する法律という法律

が新たに制定されまして、法律学にも、こういっ

た新たな動きがあるということはご紹介しておき

たいと思います。

次は、より本質的な問題ですけれども、私の行

政法の定義にも明確にあらわれておりますよう

に、法は価値と密接な関係を持ちます。法の解釈、

あるいは法の定立に際して、最も重要なのは、追

究すべき価値であります。日本の法律は比較的親

切にできておりまして、第 1条を見ますと、例え

ば製造物責任法でも、時間の関係で一々読みませ

んが、大変いい目的が書いてあります。もっとも、

その際、追究すべき価値は 1つではなく、複数が

あることが通例ですし、相互に対立関係がある場

合もしばしばでございます。ある法律をつくろう

としますと、ある目的だけで追究しますと、それ

に対しては反論が出てまいります。例えば最近、

メディアをにぎわせたものに個人情報保護法があ

りまして、これは片方では個人のプライパシーを

保護しようと。しかし、それを報道機関まで及ぽ

しますと、国民の知る権利、あるいは表現の自由

に反するということで、この 2つをどう調整する

かということが、いろいろ問題になるところでご

ざいます。今後、実際の運用にあたっても、その

辺が常に議論の対象となると考えられます。

工学系の技術におきましでも、ことの本質は異

ならないことが多いと思います。諸利益を調節す

るということですね。いかに燃費を少なくしつつ、

スピードが上がる自動車をつくるというのは、そ

れに対応するものと言えます。

しかし、法と工の追究する価値に従来、大きな

違いがあったことも事実だろうと思います。法律、

とりわけ私の専門とする行政法、それから憲法に

おける価値は、基本的人権の保障であります。こ

の基本的人権は、かつては自由と財産が最高の価

値であったのですけれども、最近では、プライパ

シー、環境権、知る権利などが強調されるように

なりまして、一部に人権の氾濫とまで言われる現

象が起きておりまして、立ち往生することもしば

しばでございます。憲法が、基本的人権として、

どこまでカバーしているかという問題はあります

けれども、現実の立法、解釈、運用に際しまして

は、旧来からの憲法的価値、それから新たな社会

的諸価値について、法律学者は敏感でなければな

らないと。あるいは、そこに関心の所在があると

いうことになるわけでございます。

私が最近、現実に経験したものとしては、行政

法のレベルにおける説明責任の原則という新しい

原理が開発されたというか、新しいものとして出

てまいりました。これは情報公開法の制定に際し

まして、アングロサクソン系の国々で、アカウン

タピリティーということをもって、その情報公開

法の目的としていることを発見いたしまして、そ

の趣旨を日本にも持ち込んだものでございます。
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これは、日本行政法には、それまでなかった原則

を明らかにし、持ち込んだものと理解しておりま

すが、これが非常に社会に広まることになりまし

て、中島先生の『工学は何を目指すかjという序

文にも、大学の説明義務を果たしたいという言葉

もありますし、それから、工学者の説明責任とい

う言葉も出てきているわけでございまして、中島

先生が、どこから、説明責任あるいはアカウンタ

ピリティーというのを取り入れたのか、いつかお

目にかかってお聞きしたいと思いますが、日本で

一般の人の目に触れるような意味でアカウンタピ

リティーあるいは説明責任という言葉が、あるい

は説明する責務という言葉が使われたのは、情報

公開法をもって鴨矢といたします。日本文化が、

アングロサクソンの文化に、それこそ侵略されて

いるというのが、今の大きな流れの 1つであると

いうこともご承知おきしていただきたいと思いま

す。

これに対して、やや乱暴な言い方をすることが

許されますと、工学においては、この社会的価値

の多様性、変貌についての関心の度合いが、どう

も低いのではないか。あるいは、持っていたとし

ても、それは工学の中に、学問大系の中に内部化

されないで、あるいは知っていても視野の外に置

いてきたというものではなかったかと推測される

わけでございます。

ただ、新しい書物を拝見いたしますと、この『実

践的工学倫理』といったような本をはじめとして、

新しい社会的諸価値へも目配りをすると。それを

内部化しようという努力が、工学の中にも見受け

られるということで、法と工も、その意味では新

たな関係の兆しを感ずるところがあります。

以上、法学と工学の異質のところを、やや強調

してお話をしてまいりました。強調し過ぎたとこ

ろもございます。それから、工学サイドで、例え

ば部品の交換だって、実際、工学系でも、なかな

かそう簡単には交換してくれないし、私もワープ

ロに親しんできたので、新しいワープロを買おう

とすると、まず部品がもうないと言われまして、

どこかにワープロの中古市場があるかといった

ら、それもないと。せっかく物をつくるなら、中

古市場ぐらいつくるというつもりで工学の先生も
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おっくりになればよろしいかと、そのときは大変

憤慨しましたが、ないということで、結局、コン

ビューターを買って、 Eメールを使えるようにな

りました。そこまで見込んで、工学の先生はワー

プロをつくったのかどうか、そこは今日またお伺

いしたいとは思いますが、そういうふうに工学

だって、法学に類したことはありますけれども、

要するに、私が今日、こういう形で申しましたの

は、問題の所在をクローズアップすることによっ

て、より明確になるであろうと。そういう趣旨の

もとで、あえてどぎつく申し上げた次第でござい

ます。

そこで、次にレジュメのWの法と工の相互関係

に入らせていただきたいと思います。

そこにありますように、促進と規制の面があり

ます。促進の面では、例えば特許法というのが書

いてありますが、この法律については、むしろ皆

様のほうが詳しいと思いますので、中身に入りま

せんが、この法律がほんとうに創造力の確保に役

立っているかどうかをむしろ私の方からお伺いし

たいところでございます。

しかし、多少口幅ったい言い方をいたしますけ

れども、特許権というのは、法律があっての特許

権なんですね。何にもなければ、西棒先生が何を

発明しようと、それをみんな使えばいいわけで、

そうなると、だれも使えないようなものを発明し

ようなんでいうことを、また西津先生は考えるの

で、ここはイタチごつこということになりますが、

しかし、何で西棒先生の特許が守られるかという

と、それは法律があるからということはおわかり

いただいていると思います。

さらに、昨年の終わりに知的財産基本法なるも

のが生まれました。特許法があるのに、何で知的

財産基本法があるのかなというのは、私も法律を

やりながらよくわからないところなんですけれど

も、これは、要するにヨイショということで盛り

上げようというお話になって、こういうものがで

きました。外国人は、こういう盛り上げのために

法律を使うということはあまりいたしません。法

律は権利義務の話なので、法律でヨイショしよう

なんでいうのは、これは御神輿の伝統かなという

ふうに思うわけであります。



それはともかく、基本法によって、さらに特許

権というものが、あるいは知的財産というものが、

さらに国民的な支援のもとに守られていくと。あ

るいは、その活用も同時に見ょうと。そういうこ

とだと思います。

逆に、技術の発展が法律学に与える影響も大小

さまざまなものがございます。判例の検索 1つ

とっても、そうでございますし、新たな技術の発

展、あるいは技術相互のコンフリクトが生ずるこ

とによって、そのコンフリクトを解決しようとい

う意味での法学が登場してまいります。知的財産

法とか、環境法などが、その典型的な例でござい

ます。それから、事故調査の原因究明と責任追及

の分離をしようなどというのは、ある種、日本の

刑事法についての根本的な疑問を投げかけるもの

でございます。だからといって、そう簡単には、

刑事法、あるいは法務省は乗らないということだ

ろうと思います。

行政法の分野でも、原子力技術に関する紛争が

起こりますと、現代型訴訟として、行政法の非常

に重要な研究課題の 1つということなります。細

かいことは申しませんけれども、行政法は、今や

変革の時期を迎えているということなどが言われ

ております。規制緩和と技術革新、これが、こう

いった行政法の変革をもたらす双壁であると見ら

れます。いろいろな現象がありますけれども、 1

つは、認証制度というのが激変をいたしました。

あれは国家が行うものであるということで、認証

制度ができたわけですが、それが、もうだれでも

認証できるo もちろん法律に一定の要件はありま

すけれども、民間に開放したということは、非常

に大きな変革です。

法学と工学は、時に仲よしグループになること

もある。しかし、事故調査の問題のように、法学

と工学が常に仲よしでないことも触れてまいりま

したo後者の面が、より正面に出てまいりますの

が、この規制の話でありまして、このあたりから、

工学と法学の関係は、やや険悪になってくるので、

私としては、あまり立ち入りたくないのですけれ

ども、ここがむしろ今後の基本問題となりますの

で、申し上げておきたいと思います。

利益相互の調整をあらかじめルールとして定め

ておいて、そのルールに反して、被害が生じたと

きに、それを刑罰なり、損害賠償なりで償わしめ

るのが事後規制。それから、あらかじめ危険が生

じないように、行政機関がチェックをするという

のが事前規制であります。技術についてこれを当

てはめますと、民法及びその特別法である製造物

責任法とか、あるいは刑事法における業務上過失

の罪など、これは事後規制になります。原子力規

制法とか、あるいは火薬類取締法などが後者、つ

まり事前規制のほうに当たるわけであります。

ただ、事後規制といいましでも、事後で損害賠

償を取られたり、あるいは刑罰に処せられたりい

たしますと、当人は以後、同じようなことはしな

いと。あるいは他人も、それを見て、もうやめよ

う、そういうことはしないということになる意味

では、将来の行動を律することになりますので、

そこに書いておきましたが、将来のことを抑止す

る抑止効と申します。

この場合、技術をめぐる紛争は、因果関係の問

題と過失の有無になりますけれども、製造物責任

法は、この種の紛争で、過失の認定の困難性から、

欠陥という客観的な要素を正面に出したわけで、

民法の過失責任の原則からいきますと、大変大き

な転換ということになります。因果関係の認定も、

なかなか困難なところがありますけれども、現に

事故が起きた後の問題ですので、救済の見地から、

裁判所は、それこそ、いろいろな技術を用いまし

て、確率的なものを用いたり、あるいは疫学的な

調査方法を用いたり、国民にアクセプトされやす

いような、しかし、それなりの法技術を用いて、

被害者救済に力を入れてまいりました。被害者救

済が重点、になりますので、裁判というシステムに

比較的なじむものでありますし、また技術の方々

は、その個別の判断については、いろいろご不満

もおありでしょうけれども、システム自体につい

ては、製造物責任法もそれなりの定着をしている

のではないかと思います。

これに対して、事前規制はいろいろな問題を含

んでおります。行政が施設の安全性を審査して、

基準に適合していれば許可を与える。これに基づ

き、施設を稼動することになるということですが、

紛争が生じますのは、行政側が許可を与えた後で、
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付近住民など、事故により被害を受ける恐れがあ

る者が、法律の要求する安全を満たしていないと

か、あるいは許可するときに、踏むべき手続きを

踏んでないという理由で、許可の取り消しを求め

るo あるいは、もんじゅ裁判のように無効を求め

るということになります。

先ほど申しましたように、事後規制は、とにか

く事故が発生した後の因果関係を問題にするので

すけれども、事前規制における紛争は、事故が起

きていない段階での予測ということになります。

その意味で、こういった予測についての専門技術

的な判断にまで、素人である裁判所が、もちろん

証拠を取りますし、あるいは両方のサイドの、科

学技術専門家の専門的な意見も聴取しますけれど

も、最終的に、裁判所が、これはどちらが正しい

ということで、エイヤッとやってしまうというこ

とは、なかなか困難なものがあります。

こういった事情からいたしまして、今年1月27

日に、そこに書いておりますもんじゅの原子炉設

置許可の無効確認をした名古屋高裁金沢支部の判

決が、大きな反響を呼びました。ここで、その判

決について、それこそ素人の私が軽々しく論評を

加えることは差し控えることといたしまして、 2

点つけ加えておきます。

第1の点は、この裁判所は、全く新しいことを

何か言ったというわけではありません。これには

最高裁判所の判決、判例がございます。これは四

国の伊方原発についてのー伊方原発は違法ではな

いと、そういった判断をしたときの判決です。そ

れの一種の方程式を、そのまま前提にしておりま

す。原子炉設置許可のような専門技術的判断を要

する事柄については、これを尊重すると。その場

合の裁量を認めるという日本の最高裁判所の判

例、これを前提としております。つまり現在の科

学技術の水準に照らして、原子力委員会等で用い

られた審査基準に不合理な点があるかどうか、そ

こは見ましようと。それから、具体的審査基準に

適合するとした委員会等の審議、あるいは判断の

過程に看過しがたい欠落があるかどうかも審査す

る。これが最高裁の判決で、この名古屋高裁判決

も、伊方原発を違法でないとした最高裁の判決の

この部分は、前提としているわけであります。
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ただ、この最高裁判所の判決のもとでも、一体

どの程度、事故発生の可能性まで見るべきである

のかどうか、そこまできちんと決めているわけで

ありません。そういう意味で、工学の方からは、

厳しいという評価をされるかもしれません。なお、

工学の方からは、当時、安全だと思って OKした

のに、それが違法だ、無効だと。なぜかと。技術

は発展するので、今の判断で、今の科学技術の水

準で審査してもらうのは、これは不合理だという

お話もありますけれども、これは最高裁判所の判

決が、既に「現在の科学水準」としており、その

「現在の」というのは、判決時の科学水準という

ことで、一応、最高裁判決がかたまっております

ので、これを覆すのは、なかなか困難ではないか

と思います。

それから、第2の点として、この判決の重要な

ところは、事故の可能性そのもの、安全性そのも

のということよりは、安全審査が、どうもきちん

とやられていなかったのではないかと。どうも手

続きの中で重要な情報がちゃんと上がっていな

かったのではないかと。その情報が上がっていれ

ば、変わったか、あるいは上がっていても同じ結

果になったかどうか、これはもう 1つ議論がある

ところなのですが、法律家、特に行政法の場合に

は、何か新しい情報があれば、変わるかもしれな

いと。そういうきちんとした情報を得て、きちん

とした手続きを経て、初めて国民の安全を預ける

ことができるんだと。そういう考え方をとってお

りますので、そこの手続きがずさんであったとい

うことになりますと、結果はどうであれ、もう一

度、やり直してほしいと。そういったことになる

わけであります。

技術には100%安全なものはあり得ないわけで

して、そのことを前提として判断するのはおかし

いと。そういう工学系の先生方の主張も理解でき

ますけれども、事故の内容に応じて、つまり原子

力発電のような場合に応じて、事故の可能性の判

断を厳しくするというこの裁判所の判断、つまり

住民の救済の理念に立った法律判断、こういった

工学系の判断と救済の判断、これはなかなか折り

合いがつかないところだろうと思います。

こういった生命・身体の保護の見地、安全規制



のほかにも、プライパシー保護の見地、倫理上の

見地から、新たな技術の促進あるいは、社会的利

用に一定のブレーキをかける、それが、単なる倫

理上の問題提起にとどまらず、法的禁止にまで高

まると、工学と法学の関係の緊張が一層高まるこ

とになりまして、知的財産権のような仲よしグ

ループとはならないということもあり得ると思い

ます。

時間がまいりましたので、最後の「終わりにJ

のところに 5分ばかりちょうだいして、お話を終

わることにいたします。

先ほど来、工学と法学の同質性と異質性の 2つ

に分けてお話をしました。実は、この分析の視角

は、ある意味では、先ほど来申しておりますよう

に、時代遅れとなってきつつあることであります。

その 1つは、工学においても価値の問題について

認識を深める傾向が顕著にございます。それは工

学倫理、技術倫理について、私は本だけ読みまし

たけれども、おそらくこれに倍するような論文が

もう出ていることだろうと思います。

それから、法学のほうも従来のように、存在す

る法律の解釈だけに限定するのではなく、法的価

値を実現するために、より政策に積極的なかかわ

り合いを持つ方向にカを移してまいりますと、ど

うしても関連諸科学、特に工学系の知識というこ

とが必要になるわけであります。最近は、それぞ

れ別に法律学者だけのグループ、工学だけのグ

ループではなくなりまして、法学・工学の共同研

究の場が、どうも広まっているように見受けられ

ます。それが新たな法工学の誕生というところま

で行くかどうかはわかりませんが、若い世代では、

共通の土俵をつくって議論しようという方向が生

まれているようです。

ほんとうに終わりの言葉として、最後に、ごく

常識的なことですけれども、個人的な、主観的な

感想あるいは要望を、「終わりに」の*のところ

に引っかけて申し上げておきたいと思います。

法学と工学の親近性などというのを勝手に申し

ましたが、まだまだ世間のほうが古いので、例え

ば最近の NHKの『プロジェクト XJを見ますと、

どうも、そこに見られる技術者というのは朴前で、

口下手で、しかし熱意に溢れているというイメー

ジであります。ほかに、今度はテレビドラマなん

かを見ますと、他方では、正義を振りかざして、

正義の味方はおれ一人というような形で理屈をこ

ねる弁護士とか、あるいは法律学者としてのイ

メージが一般的なものであると思います。念のた

めに申しますと、工学の先生はみんな、朴舗で、

純朴だなんて決して申しているわけではございま

せん。結構口も滑らかだし、いろいろな人がいる

わけで、これは一般論のお話でございます。

このイメージを一気に打破することは、なかな

か困難かもしれませんo しかし、これから競争が

激しい国際社会になりまして、技術オンチで、か

っドメスティックな法律家と、自己表現が必ずし

も巧みでない技術者、あるいは説明能力に必ずし

も長けてない技術者が、別々に欧米諸国の手練手

管に長けた人々と渡り合うのは、どうも勝手が悪

いので、工と法の実りある共同作業が今後ますま

す必要となるということを強調しておきたいと思

います。

それには、ある程度の役割分担を担った上で、

それぞれに弁えておくべき事柄があるのではない

か。それぞれ、やっぱり餅は餅屋ですけれども、

餅は餅屋なりに、相互の理解が必要であるという

ことで、「終わりに」に書いておきましたが、工

学倫理はやはり人権感覚として、どこかに頭の中

に大事に取っておいて、何事かが起きたときに、

この感覚を生かしていただきたいという気がいた

します。

それから、こんなのはあり過ぎて困るという先

生もいることは承知の上で申しますけれども、説

明能力をもう少しつけていただいたらどうでしょ

うかということでございます。意余って、言葉が

出ないなというのを経験したことも実際にござい

ます。

しかし、法律のほうも、ただ空疎な論理を重ね

ても意味がありませんので、まず技術に対しての

理解力、あるいはセンスというものを平時からた

くわえておく必要があると思います。

それから、法律学というのは、利益の調整に配

慮いたしますので、どうしても既存の利益という

ことも考えます。そうすると、挑戦、あるいは改

草ということについては二の足を踏むといいます
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か、そこで「待てよ」と考え込むことがあります。

しかし、その場合には、直ちにリジェクトするの

ではなくて、まず挑戦者というものについての理

解、あるいは何事かに挑戦したいということにつ

いての理解を深めるということが必要ではないか

ということを申し上げたい次第でございます。

常識的なことばかり申し上げて、皆様方のご期

14 

待、特に西津会長のご期待にそえなかったら大変

残念でございますけれども、以上で私のお話を終

わらせていただきます。どうもご静聴ありがとう

ございました。(拍手)

司会塩野先生、どうもありがとうございまし

た。
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